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免責条項

本プレゼンテーションに記載された情報は機密情報であり、SAP の専有情報であり、SAP の許可なく開示す
ることはできません。本プレゼンテーションは、SAP とのライセンス契約またはその他のサービス契約また
はサブスクリプション契約の対象ではありません。SAP は、本書若しくは関連文書に概説された事業の実現
、又はそこに記載されたいかなる機能の開発若しくはリリースに対する義務も負わない。本書、若しくは関連
の提示物、並びに SAP の戦略並びに将来の開発物、製品やプラットフォームの方向性並びに機能はすべて、
変更となる可能性があり、SAP により随時、理由の如何を問わずに予告なしで変更される場合があります。
本書に記載された情報は、いかなる品目、コード、または機能の提供の確約、保証、または法的義務を表すも
のではありません。本文書は、明示と黙示を問わずいかなる種類の保証（商品性、特定目的の適合性、権利不
侵害の黙示の保証を含みますが、これらに限りません）も伴わずに提供されます。本書は情報提供を目的とし
ており、契約に含めることはできません。SAP による意図的な違法行為または重大な過失に起因する損害を
除き、本文書の誤記、脱落について SAP は責任を負いません。

将来の見通しに関する記述はすべて、さまざまなリスクや不確定要素を伴うものであり、実際の結果をもたら
す可能性があります。

期待とは大きく異なります読者は、これらの将来の見通しに関する記述に過剰に依存しないよう注意が求めら
れ、購入の決定を行う際にはこれらに依拠するべきではありません。
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タイミング

o ポーランドは B2B 向けの電子請求書処理委任を導入します。当初は 2023 年 1 月 1日
に予定されており、現在は延期されています。
o 2026 年 2 月 1日 (取引高が PLN 200m を超えるすべてのサプライヤ)
o 2026 年 4 月 (すべてのサプライヤ)
o 2027 年 1 月 (マイクロビジネス向け)

o 消費税登録会社は電子請求書を登録する必要があります。

o 域内請求書、消費税免税、および輸出請求書を含む

主な要件

o 請求書を FA xml 形式で登録し、KSeF プラットフォームに対して消し込む必要があり
ます。

o 署名およびタイムスタンプが必要です

o 請求書の添付ファイルが許可されるようになりました。

o バイヤーは 2026 年 2 月から KSeF ポータルから FA 請求書を取得します。

SAP Business Network サポート
o バイヤーの受信請求書フローと AN サプライヤ送信請求書フローの両方が SAP 

Business Network で考慮されます。
o 法改正の通知: ポーランド - SAP Business Network

ポーランド電子請求書処理要件
公式政府サイト：Ksef

https://app.main.regulatory-change-manager.cloud.sap/index.html
https://app.main.regulatory-change-manager.cloud.sap/index.html
https://app.main.regulatory-change-manager.cloud.sap/index.html
https://ksef.mf.gov.pl/
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アウトバウンド設定タスク

サプライ
ヤ KSeF サプライヤ

SBN
バイヤー
SBN

PL 国ルールの有効
化

登録KSeF (NIP) での初
期登録

• バイヤーが SBN でポーランドのビジネスルールを有効化しま
す。

• サプライヤーには KSeF 登録が必要です（SBN 外）。

• KSeF サプライヤで、SBN 用途に固有のトークン/証明書を作
成します (SBN 外)。

• サプライヤが SBN でポーランドのリーガルプロファイルを作
成します。

• サプライヤは、リーガルプロファイルに NIP (PL 税 ID) を保存
します。

• サプライヤは、サプライヤリーガルプロファイルに SBN 固有
のトークン/証明書を保存します。

• サプライヤは、SBN (PO-flipped) 請求書を KSeF に取引する準
備ができています。

サプライヤはリー
ガルプロファイル
を作成できます。

新しい Extrinsic の取
得準備 (バックエン

ド)

SBN で使用するト
ークンの作成

トークンが作成さ
れました

SBN での設定 PL リーガルプロフ
ァイルの作成

NIP 保存

トークン保存
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SAP Business Network: ターゲット送信フロー (ポーランド 2024)

サプライヤー
(にオンボード)

SBN）
バイヤー
(S/4 など)

KSeF

ポータル接続

アーカイブ バイヤー統
合 (CIG)

統合
(Web サービス/トークン)

SAP Business Network

変換
FA xml へ

登録 &
承認

完全なビジネス
ルールの検証

統合

または (オンライン) PO flip

エンリッチ済み
cXML

cXML
エンリッチ済み

cXML

KSeF 認証
トークン処理

Sovos

FA xml のバイヤーへの配信受信フロー バイヤ
ー受信

ステータス
更新
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バイヤープロファイルの設定

バイヤーの Business Network アカウントにログインし、[プロファイルの管理] をクリックします
。

[通常設定の取引ルール] をクリックし、以下のルールを更新します。
� [国別の請求書ルールを無視する] のチェックを外す必要があります。

� アーカイブが必要な場合は、請求書の長期間アーカイブを有効化します。

� 以下を含む顧客 (販売先) 住所の設定一覧を確認します。

消費税 ID が正しく更新されています。

[国別の請求書ルール] をクリックし、国をポーランドとして選択し、[編集] をクリッ
クします。
• サプライヤはタックスインボイスドキュメントを送信する必要がある : 有効化

• サプライヤは請求書に税情報を指定する必要がある (オプション) : 有効化

• サプライヤは品目レベルで税情報を入力する必要がある: 無効
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サプライヤの国設定の作成

• サプライヤが Business Network アカウントにログインし、会社プロファイルを開いて、追加
のエンティティをクリックします。

• サプライヤが国の設定をクリックし、[作成] をクリックして、プルダウンリストから国をポー
ランドとして選択し、プルダウンリストから販売先住所を選択します。

• 詳細画面で、更新された税 ID に関連して、必要な生成済 KSeF トークン/証明書を更新してく
ださい。

• 保存をクリックし、国設定ステータスが受入済に設定されていることを確認します。
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請求書 UI (請求書が提出されました)

サプライヤが請求書を作成して提出し、以下を確認し
ます。

請求書の状況とルーティング状況が［送信済み］に設
定されている
請求書、サプライヤ、および得意先を開きます。

住所はポーランドとして更新されます。これにより
、

これは国内取引です
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請求書 UI (請求書が提出されました)

追加情報では、税額票番号

KSeF から受信したは、

サプライヤ NIP および顧客 NIP のタイムスタンプ

添付文書セクションで、FA XML および

国固有の PDF 形式を使用できます。
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国設定を設定しない請求書の作成
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本書のいかなる部分も SAP SE または SAP 関連会社の明示的許可なしに、いかなる形式、目的を問わず、複写、または送信することを禁じま
す。本書に記載された情報は、予告なしに変更されることがあります。SAP SE 及びその頒布業者によって販売される一部のソフトウェア製品
には、他のソフトウェアベンダーの専有ソフトウェアコンポーネントが含まれています。製品仕様は、国ごとに変わる場合があります。これら
の文書は SAP SE または SAP 関連会社が情報提供のためにのみ提供するもので、いかなる種類の表明および保証を伴うものではなく、SAP ま
たはその関連会社は文書に関する誤記・脱落等の過失に対する責任を負うものではありません。SAP または SAP 関連会社の製品およびサービ
スに対する唯一の保証は、当該製品およびサービスに伴う明示的保証がある場合に、これに規定されたものに限られます。本書のいかなる記述
も、追加の保証となるものではありません。特に、SAP SE またはその関連会社は、本書または関連文書に概説された事業の実現、またはそこ
に記載されたいかなる機能の開発またはリリースに対する義務も負いません。本書、若しくは関連の提示物、及び SAP SE 若しくはその関連会
社の戦略並びに将来の開発物、製品、及び/又はプラットフォームの方向性並びに機能はすべて、変更となる可能性があり、SAP SE 若しくはそ
の関連会社は随時、理由の如何を問わずに事前の予告なく変更できるものとする。本書に記載する情報は、何らかの具体物、コード、若しくは

機能を提供するという確約、約束、又は法的義務には当たりません。将来の見通しに関する記述はすべて、さまざまなリスクや不確定要素を伴
うものであり、実際の結果は、予測とは大きく異なるものとなる可能性があります。読者は、これらの将来の見通しに関する記述に過剰に依存

しないよう注意が求められ、購入の決定を行う際にはこれらに依拠するべきではありません。本書に記載される SAP 及びその他の SAP の製品
やサービス、並びにそれらの個々のロゴは、ドイツ及びその他の国における SAP SE（又は SAP の関連会社）の商標若しくは登録商標です。本
書に記載されたその他すべての製品およびサービス名は、それぞれの企業の商標です。商標に関する詳細の情報や通知に関しては、
www.sap.com/trademark をご覧ください。

www.sap.com/contactsap

フォロー


